
○ コンプライアンス規程 

(平成 26年 4月 1日制定) 

 

第１章 総則 

(趣旨) 

第１条 この規程は、この組合における役職員のコンプライアンスに関する意

識の向上を図るとともに、コンプライアンスを円滑かつ効果的に実施するた

めの組織 体制及び運営方法を定める。 

 

第２章 コンプライアンス組織体制  

(理事等) 

第２条 理事は、誠実に、かつ率先してコンプライアンスに取り組み、この組

合における役職員のコンプライアンスに関する意識の向上に努め、コンプラ

イアンス態勢の確立と実践の責任を担う。 

２ 理事会は、この組合の業務運営全般について、コンプライアンスという観

点から議論を行うとともに、コンプライアンスについて、具体的、積極的に

関与する。 

(職員) 

第３条 職員は、コンプライアンスを重視し、良識ある行動を心掛け、誠実か

つ公正に業務を遂行する。 

(コンプライアンス統括部署) 

第４条 コンプライアンスに関する取組の企画、立案、調整及び推進をするた

めに、この組合にコンプライアンス統括部署を設置する。 

２ コンプライアンス統括部署は、監査室とする。 

３ コンプライアンス統括部署は、役職員に対し、コンプライアンスに関する

研修等を実施する。 

４ コンプライアンス統括部署は、コンプライアンスに関する状況を把握する

ため、内部監査計画に基づき、内部監査を実施するとともに、定期的に自主

検査の実施を指示する。 

５ コンプライアンス統括部署は、内部監査若しくは自主検査又は行政による

検査に係る指摘事項に対する改善措置状況について常にこれを把握し、また、

当該改善措置が確実に行われるよう取り組むものとする。 

(コンプライアンス統括責任者) 

第５条 コンプライアンス統括責任者は、組合長とする。 

２ コンプライアンス統括責任者は、この組合のコンプライアンスに関する事

項を統括する。 

(コンプライアンス副統括責任者) 

第６条 コンプライアンス副統括責任者は、参事とする。 

２ コンプライアンス副統括責任者は、この組合のコンプライアンスに関する

事項についてコンプライアンス統括責任者を補佐する。 



(コンプライアンス責任者) 

第７条 コンプライアンス責任者を、職制規則に定める本所各部、支所、事業

所及び家畜診療所（以下「所属部署」という。）ごとに置くものとし、本所部

長、支所長、事業所長及び家畜診療所長がこれにあたる。 

２ コンプライアンス責任者は、所属部署のコンプライアンスに関する次の事

項を統括する。 

（１）コンプライアンス統括部署との報告・連絡・協議 

（２）コンプライアンスに関する所属部署内の職員からの相談・照会対応 

（３）その他所属部署内のコンプライアンスに関する事項 

 

第３章 運営方法 

(コンプライアンス改善委員会) 

第８条 コンプライアンス態勢の整備を確実なものとするための研究・審議機

関として、この組合に第三者を構成員に含めたコンプライアンス改善委員会

を設置する。 

(コンプライアンス・マニュアル) 

第９条 コンプライアンス統括部署は、理事会の承認を受けて、この組合の役

職員がコンプライアンスを正しく理解し、実践していくための手引書として、

コンプライアンス・マニュアルを作成する。 

２ コンプライアンス統括部署は、理事会の承認を受けて、適時、適切にコン

プライアンス・マニュアルの見直しを行う。 

(コンプライアンス・プログラム) 

第 10条 コンプライアンス統括部署は、理事会の承認を受けて、コンプライア

ンスを実現させるための具体的な実践計画であるコンプライアンス・プログ

ラムを作成する。 

２ コンプライアンス統括部署は、四半期ごとにコンプライアンス・プログラ

ムの 達成状況についての確認を行い、コンプライアンス統括責任者及び理

事会への報告を行う。 

３ コンプライアンス統括部署は、コンプライアンスに関する状況等の把握を

行い、理事会の承認を受けて、毎事業年度ごとに、翌年度に取り組むべき内

容に合わせてコンプライアンス・プログラムの修正を行う。 

(コンプライアンスに関する相談・照会) 

第 11条 職員のコンプライアンスに関する相談・照会は、直属の上司又はコン

プライアンス責任者に対して行う。ただし、直属の上司等への相談・照会に

何らかの理由により支障がある場合は、直接コンプライアンス統括部署へ相

談・照会することも差し支えないものとする。 

(苦情に係る対応) 

第 12条 組合員等からの苦情対応については、別に定める「苦情対応要領」に

よる。 

(不祥事件に係る対応) 

第 13条 役職員による法令等の違反行為等不祥事件対応については、別に定め



るところによる。 

 

附 則 

(改正手続) 

第 14条 この規程の改正は、理事の過半数によって定める。 

 (実施) 

第 15条 この規程は、平成 26年 4月 1 日から実施する。 

 (改正) 

第 16 条 この規程の改正は、平成 30 年 12 月 13 日に改正し、同日から適用す

る。 

(改正) 

第 17条 この規程の改正は、令和元年 9 月 19日に改正し、同日から適用する。 

(改正) 

第 18 条 この規程の改正は、令和 2 年 2 月 26 日に改正し、令和 2 年 4 月 1 日

から適用する。 

 


